
安
陪
政
権
が
長
期
政
権
に
な

っ
た
の
は 、
40
％
を
超
え
る
支

持
率
を
継
続
で
き
た
か
ら
だ 。

そ
し
て
高
い
支
持
率
に
は
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
の
成
功
に
よ
る
マ
ク

ロ
経
済
の
好
転
が
大
き
く
貢
献

し
た 。
本
稿
で
は
2
0
1
2

年

12
月
か
ら
20
年
9

月
ま
で
の
安

倍
政
櫂
を
主
に
取
り
上
げ
る 。

安
倍
政
櫂
の
期
閏
中
の
イ
ン

フ
レ
率 、
失
業
率 、
日
経
平
均

株
価
を 、
1
9
9
8

年
以
降
の

歴
代
内
閣（
短
命
四
閻
は
合
算）

と
比
べ
て
み
よ
う（
表
参
照） 。

イ
ン
フ
レ
率
は
0.
4
％
で
最

も
高
く 、
確
か
に
デ
フ
レ
に
終

止
符
を
杓
っ

た
と
い
え
る 。
失

業
率
は
3.
1
％
で 、
屁
用
状

態
の
改
恙
が
継
続
し
て
い
た 。

日
経
平
均
株
価
も
在
任
期
閻
平

均
で
1

万
8
0
0
 0
円
を
超
え

る 。
い
ず
れ
も
過
去――
十
数
年

の
中
で
ベ
ス
ト

な
数
字
だ 。

98
年
以
降
の
内
閻
支
持
率
で

は 、
小
泉
政
櫂
に
次
い
で
高
い

数
字
だ 。
し
か
し
小
泉
政
櫂
の

弩
済
的
成
果
を
み
る
と 、
イ
ン

フ
レ
率
は
マ
イ
ナ
ス
0.
5
% 、

失
業
率
は
4.
9
％
で 、
安
侶

政
権
に
は
及
ば
な
い 。
高
支
持

率•
長
期
政
櫂
で
も 、
安
倍
政

櫂
は
小
泉
政
櫂
に
は
な
か
っ

た

マ
ク
ロ
経
済
の
好
転
を
伴
っ

た

も
の
だ
っ

た
こ
と
が
わ
か
る 。

いとう・たかとし
50年生まれ。ハーバー
ド大博士。専門は国際

金融。兼政策研究大学
院大特別教授

アベノ ミクスの総括＠ 伊藤隆敏 コロンビア大学教授

デ フ レ脱却と経済好転 成果

首相（敬称略）

各政権の内閣支持率と経済的成果
内閣支持率インフレ率 失業率 日経平均株価
期間平均期間平均期間平均 （月末値．）

(%) (%) (%) 期間平均

. :�}!···1}···+i�1こ:：: 

生産年齢人口
GDP平均 当たりGDP

増減率 平均増減率
・［年率換算、％）（年率換算、％）

1.? ........... 
1 ............... 1.�

1.5 1.2 

匿盪濯璽置

0.2 4.2 1万3461円 •1.5 ▲〇.7

一
方 、
安
信
政
椛
の
平
均
成

長
率
は 、
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響

が
出
る
前
の
19
年
第
4
四
半
期

ま
で
で
み
る
と
0.
9
％
だ
が 、

そ
の
上
昇
分
の
す
べ
て
を
そ
の

後
の
6
カ
月
で
失
っ

た 。
た
だ

し 、
人
口
減
少
を
考
應
に
入
れ

“゜令， 4.7 9574円 1.6 2.2 

0.4 3.1 1万8462円 0.9 1,9 

0.4 3.1 1万8728円 •OA 0.6 

｛注｝内閣支持率はNHK「内閣支持率調査」臼インフレ率はCPI(生鮮食品とエネルギーを除く｝の前年同月比ふDP平均増減率は就任時の実質GDP
から退任時の実質GDPまで-定率で成長したと仮定して四半期成長率を計算のうえ年率換算汲※についてはGDP平均増減率は2020年
第2四半期まで、インフレ寧、失業畢日経平均株価は20年8月までAはマイナス

。

第
1
の
矢
は
成
功
だ
が
2
％
物
価
目
標
は
未
逹

。
コ
ロ
ナ
対
応
で
金
融
と
財
政
の
協
力
体
制
構
築

。

T
P
P
ll
発
効
や
訪
日
客
誘
致
な
ど
で
は
成
功

る
の
が
適
切
か
も
し
れ
な
い 。

牛
産
什
齢
人
口
当
た
り
で
は
安

倍
政
櫂
の
平
均
成
長
率
は 、
コ

ロ
ナ
前
ま
で
で
は
1.
9
% 、

20
年
第
2
四
半
期
ま
で
を
合
め

る
と
0.
6
％
と
な
る 。
コ
ロ

ナ
固
叩
が
起
き
る
ま
で
は
小
泉

ぷ｝

冷

政
権
を
上
回
り 、
ほ
ぼ
2
％
の

成
巨
を
逹
成
し
て
い
た 。
そ
れ

で
も
成
長
率
で
み
る
限
り 、
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
が
顕
若
に
優
れ
て

い
た
と
は
い
え
な
い
だ
ろ
う 。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
第
1
の
矢

は
「
大
胆
な
金
融
政
策」
で 、

デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
が
最
重
変

課
叩
に
位
圏
付
け
ら
れ
た 。
そ

の
た
め
に
13
年
に
2
％
の
イ
ン

フ
レ
□
標
政
策
を
日
銀
と
政
府

の
合
意
又
書
と
い
う
形
で
ま
と

め 、
イ
ン
フ
レ
ロ
檬
政
策
に
四

解
の
あ
る
黒
m
東
彦
氏
を
R
銀

総
裁
に
相
名
し
た 。
黒
EB
総
裁

は 、
13
什
4

月
に
由
場
が
期
待

す
る
以
上
の
量
的
・
質
的
緩
和

(
Q
Q
E)
政
策
を
発
表
し 、

口
安•
株
高
が
進
打
し
た 。
そ

の
後 、
14
年
10
月
に
は
資
産
購

人
額
を
増
や
し
た 。
□
安
・
秩

高
は
さ
ら
に
追
行
し
た 。

16
年
1

月
に
は
マ
イ
ナ
ス
金

和
政
策
を
導
人
し
た
が 、
長
期

金
利
が
マ
イ
ナ
ス
圏
に
ま
で
低

下
し 、
金
融
機
関
の
利
さ
や
を

人
き
く
低
下
さ
せ
た 。
金
融
機

閃
か
ら
の
批
判
も
出
る
な
か 、

16
年
9

月
に
は
イ
ー

ル
ド

カ
ー

ブ
・
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
(
Y
e
c

ー
に
知
金
利
操
作）
を
導
人
し 、

長
期
金
利
の
水
平
を
ほ
ぼ
0
%

に
安
定
化
さ
せ
る
こ
と
と
し

た 。
日
銀
は
量
的
綬
和
(
OO
債

購
人）
日
体
は
慄
作
□
標
か
ら

外
し
て 、
イ
ー

ル
ド

カ
ー

ブ
全

体
の
水
準
を
口
籾
と
す
る
よ
う

に
転
換
し
た
こ
と
に
な
る 。

同
時
に
黒
田
総
裁
は 、
2
%

達
成
後
も
す
ぐ
に
由
き
締
め
に

転
じ
る
わ
け
で
は
な
い
と
し

て 、
し
ば
ら
く
の
間
は
2
％
を

起
え
る
こ
と
を
計
容
す
る
と
い

ぅ
「
オ
ー

バ
ー

シ
ュ
ー
ト

型
コ

ミ
ッ
ト

メ
ン
ト」

を
焉
入
し
た 。

日
銀
が
噂
入
し
た
政
策
は
先

進
的
な
内
容
を
合
ん
で
い
る 。

オ
ー

バ
ー

シ
ュ
ー
ト

型
コ
ミ
ッ

ト
メ
ン
ト

は
日
銀
に
達
れ
る
ご

と
4

年 、
20
年
8

月
に
な
り 、

米
連
邦
準
備
理
事
会(
F
R
B)

の
パ
ウ
エ
ル
議
長
が 、
米
国
で

も
噂
人
す
る
と
宣
言
し
た 。

し
か
し
な
が
ら 、
安
信
政
権

の
下
で
は
イ
ン
フ
レ
ロ
棚
の
2

％
は
逹
成
で
き
な
か
っ

た 。
ロ

顧
未
逹
の
原
因
は 、
イ
ン
フ
レ

率
を
上
回
る
賃
金
上
昇
が
起
き

な
か
っ

た
た
め 、
訂
費
が
大
き

く
伸
び
ず
吻
価
上
昇
が
起
き
な

か
っ

た
こ
と
だ 。
ま
た
政
府
・

日
銀
が
2
%
El
標
を
掲
げ
て

も 、
イ
ン
フ
レ
予
想
が
上
が
ら

な
か
っ

た 。
第
1
の
矢
は
成
功

で
は
あ
る
が 、
2
％
目
標
未
滓

と
い
う一
点
の
匹
り
が
残
る 。

第
2
の
矢
は
「
機
動
的
な
財

政
政
策」
だ 。
安
倍
政
櫂
は
発

足
と
同
時
に 、
12
什
度
の
大
型

袖
正
予
算
(
13.
1

兆
口）
を

組
ん
だ 。
デ
フ
レ
脱
却
の
た
め

の
強
力
な
財
政
刺
激
と
な
っ

た 。
13
年
度
は
財
政
刺
激
と
Q

Q
E
に
よ
り 、
成
長 、
イ
ン
フ

レ 、
雇
用
が
急
激
に
改
善
し
た 。

そ
こ
で
14
年
4

リ
に 、
予
定
通

り
泊
費
税
率
が
5
％
か
ら
8
%

に
由
き
上
げ
ら
れ
た 。

こ
の
影
轡
で
14
什
の
第
2
四

半
期
が
マ
イ
ナ
ス
成
長
と
な
っ

た
の
は 、
多
く
の
弩
済
学
者
に

と
っ

て
は
想
定
四
だ
っ

た
が 、

第
3
四
半
期
以
降
の
泊
費
が
増

税
加
の
成
長
軌
道
に
戻
ら
な
か

っ
た
の
は
想
定
外
だ
っ

た 。
10

％
へ
の
税
率
引
き
上
げ
は
2
回

に
わ
た
り
廷
期
さ
れ 、
19
年
10

月
に
鮮
減
税
率
を
潤
人
し
た
う

え
で
よ
う
や
く
実
坦
し
た 。

泊
費
税
率
を
2
回
引
き
上
げ

た
こ
と
は 、
長
期
的
な
財
政
の

健
全
性
に
と
っ

て
大
き
な
成
果

だ 。
一
方
で
財
政
赤
字
の
餡
小

が
順
調
に
追
ん
で
い
る
わ
け
で

は
な
い 。
20
年
度
は
新
型
コ
ロ

ナ
対
応
で
大
き
な
袖
正
予
算
を

組
む
こ
と
に
な
り 、
第
2

次
間

正
ま
で
合
め
て
祈
悶
国
債
発
行

額
は
約
90
兆
口
昏即
年
度
に
で

約
2.
5

陪
と
な
っ

た 。
リ
ー

マ
ン
・
シ
ョ
ッ

ク
後
の
09
年
度

の
新
規
国
値
発
行
額
（
約
52
兆

ロ）
も
大
き
く
上
回
る 。

日
銀
の
y
c
c
は 、
長
期
金

利
が
上
昇
し
な
い
よ
う
に
国
債

置
い
入
れ
を
油
め
る
の
で 、
政

府
は
安
心
し
て
新
規
国
債
発
行

を
忠
い
切
っ

て
増
額
で
き
る 。

中
央
銀
行
は
Y
e
C
に
よ
り
国

伯
開
人
に
つ
い
て
受
動
的
に
な

る
な
か 、
景
気
対
策
は
も
っ

ば

ら
政
府
の
財
政
政
策
に
ゆ
だ
ね

ら
れ
て
い
る 。
そ
の
意
昧
で 、

Y
e
C
に
よ
り
日
本
で
は
金
融

と
財
政
の
協
力
休
制
が
築
か
れ

て
い
る 。
重
変
な
の
は 、
イ
ン

フ
レ
□
標
政
策
が
歯
止
め
に
な

っ
て
い
る
点
だ 。
イ
ン
フ
レ
率

が
2
％
を
大
き
く
超
え
て
上
昇

す
る
事
態
が
起
き
た
と
き
に

は 、
中
央
銀
行
が
金
融
政
策
の

観
点
か
ら 、
金
利
引
き
上
げ
に

踏
み
切
る
こ
と
が
で
き
る 。

第
3
の
矢
は
成
長
戦
略
だ 。

規
詞
緩
和 、
資
木
市
場
の
活
性

化 、
イ
ン
フ
ラ
整
仰 、
口
由
貿

易
協
定
(
F
T
A)
の
締
結
な

ど
に
よ
り
民
間
役
資
が
江
発
に

な
り 、
牛
産
性
が
回
上
す
る
結

果 、
閤
在
成
長
率
が
上
昇
す
る 。

簡
甲
に
成
功
例
を
列
挙
す
る 。

安
倍
政
樺
で
は 、
F
T
A
や

経
済
連
携
協
定
(
E
P
A)
を

巡
り
重
要
な
決
断
が
な
さ
れ
て

き
た 。
政
権
究
足
か
ら
2
カ
月

姿

必

冷

足
ら
ず
で 、
環
太
平
汗
弩
済
連

携
協
定
(
T
P
P)
交
沙
に
参

加
す
る
こ
と
を
決
断
し
た 。
そ

の
後
T
P
P
は
合
意
し
た
も
の

の 、
ト

ラ
ン
プ
米
大
統
領
が
就

任
直
後
に
撤
回
を
決
め 、
い
っ

た
ん
は
宙
に
浮
く 。
そ
れ
で
も

R
本
が
リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
を
と

り 、
残
り
の
11
カ
国
で
T
P
P

11
(
C
P
T
T
P)
を
発
効
さ

せ
た 。
18
年
に
は
欧
州
連
含(
E

u)
と
の
E
P
A
を
成
立
さ
せ 、

19
什
2

月
に
発
効
し
た 。

外
国
か
ら
の
観
光
客
の
誘
致

も
成
功
し
た 。
13
年
に
は
外
国

か
ら
の
訪
日
客
は
約
1

千
刀
人

だ
っ

た
が 、
15
年
に
は
約
2

下

万
人
と
な
り 、
18
年
に
は
3

下

万
人
を
上
口
っ

た 。
成
功
の
四

由
は 、
ア
ジ
ア
諸
国
か
ら
の
訪

閻
客
へ
の
杏
証
（
ビ
ザ）
要
件

の
人
輻
緩
和
と 、
羽
rn
空
造
の

再
国
際
化
に
よ
り
成
rn
空
港
へ

の
格
安
航
空
会
社
(
L
C
C)

の
就
航
が
相
次
い
だ
こ
と
だ 。

女
性
の
就
業
率
を
引
き
上
げ

る
ウ
ー

マ
ノ
ミ
ク
ス
も
成
功
例

だ 。
20
年
ま
で
に
了
胄
て
の
年

齢
日
で
就
業
率
が
落
ち
る
M
字

カ
ー

ブ
は
ほ
ぼ
泊
え
た 。

こ
う
し
た
成
功
例
に
つ
い
て

一
言
付
け
加
え
た
い
こ
と
が
あ

る 。
成
長
戦
略
の
成
功
例
と
し

て
挙
げ
た
項
口
は 、
実
は
す
べ

て
第
1

次
安
陪
政
櫂
と
幅
田
政

権
(
06
S

08
年）
の
下
で 、
経

済
財
政
諮
問
会
議
で
議
論
し
て

い
た
こ
と
だ 。
羽
田
空
造
の
再

国
際
化
は
国
士
交
通
省
を
説
得

し
決
定
し
た 。
F
T
A
な
ど
の

鸞女
性
も
議
論
さ
机
て
い
た 。

以
上 、
駆
け
足
で
3

本
の
矢

を
評
価
し
て
き
た 。
第
1
の
矢

と
第
2
の
矢
は
お
お
む
ね
成
功

し 、
第
3
の
矢
は
成
功
と
は
い

い
難
い
と
い
う
の
が
結
論
だ 。

安
伯
政
権
は
終
了
し
た
が 、
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
重
要
性
が
終
わ

る
わ
け
で
は
な
い 。
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